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消費者と科学技術 ～消費者トラブルに見る関わりの現在地～ 
 

岩野 知子（2 年目） 

2023 年4月21日 

担当教員：川本 思心 

 

概要 

科学技術コミュニケーションにおいて語られる「市民」は、生命倫理や環境問題といった大きなテーマについ

て考え行動する。一方、消費生活相談員1である私が日々対応をしている市民は「消費者」と呼ばれ、実に様々な

「消費者トラブル」を抱えている。消費者は自分の希望や願望をかなえようとお金を払い、さまざまな失敗や被

害を経験しながら日々を過ごしている。今を生きる消費者のための科学技術コミュニケーションとは何なのかに

ついて、消費者トラブルを切り口にして昨年度から考察してきた（岩野・川本 2022）。本報告書では、今年度の

活動の概要と得られた方向性をまとめた。 

 

目的と背景 

私が就いている消費生活相談員の職は、消費者自身による消費者トラブルの解決を支援する立場にある。最近

の個別案件においては、消費者関連法の適用を考慮しつつ、ICT 機器（主にスマートフォン）、インターネット、

SNS、多様な決済手段、デジタルプラットフォーマーなどとの関わりを整理して解決の方向性を探ることが多い。

生活全般のデジタル化とそれらを通した消費者の情報の理解が消費者トラブルに大きく関わる様は、あらたな消

費者問題の渦中にいることを感じる。また、科学技術コミュニケーションの問題の発生を目の当たりにしている

のではないかという感覚もある。しかし、消費者行政や相談員自身に科学技術コミュニケーションの視点がある

かと言えば、科学技術コミュニケーションという言葉の認知度も含めてほぼないだろう。 

一方、科学技術コミュニケーション領域で想定されている消費者像は、消費者教育推進法において定義されて

いる消費者市民社会2の一員として期待される消費者像と重なっている。消費者市民社会を目指すための消費者教

育は、自立した消費者の育成のために行われるものであり、被害に遭わないよう努め、合理的意思決定ができ、

消費者の権利を実現するよう努めることが消費者には必要だとしている。そして、自分のことだけでなく、地域

や世界的な課題、消費が及ぼす将来への影響について自覚し、社会の一員として、よりよい社会の発展のために

積極的に参画することが消費者には重要としている。この後半部分は、特に科学技術コミュニケーション領域で

想定される消費者像に重なるが、前半部分の消費者像に関しては捉えられているとは言い難い。科学技術コミュ

ニケーションは消費者教育を目指すものではないのだから全てを網羅する必要はないが、被害やトラブルに遭い

合理的な意思決定ができないという消費者像が想定されていないのはなぜなのか、という疑問と関心がある。 

こうした認識を踏まえ、消費者トラブルの事例を科学技術コミュニケーションという視点で整理し、被害防止

のための注意喚起とはまた違った切り口で提示することで、現代的な消費者問題の解決と社会全体の理解促進の

一助にしたいと考え、昨年度に引き続きCoSTEP研修科で模索することとした。 

 
1 消費生活相談員とは、市町村の消費生活相談センターや消費生活相談窓口で相談やあっせんに対応する専門職。詳細は消費者庁ウ

ェブサイトhttps://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/system_improvement/consumer_affairs_consultants.html を参照（2023 年4

月18日閲覧）。 
2 消費者市民社会について、消費者教育推進法では、「消費者が、個々の消費者の特性及び消費生活の多様性を相互に尊重しつつ、自ら

の消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたって内外の社会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼし得るものであることを自

覚して、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参画する社会」と定義している。詳細は消費者庁ウェブサイト https://www.caa.go.jp

/policies/policy/consumer_education/consumer_education/consumers_civil_society/index.html を参照（2023 年4 月18日閲覧）。 
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実施概要 

 以下のスケジュールで活動した。 

表1 2022年度活動概要 

年月日 種別 内容 

2022/06/03 ゼミ 自己紹介、研究テーマの概要説明、消費生活相談および相談員についての先行研究紹介 

06/23 ゼミ 2021年度の実施内容の振り返り、消費生活相談の実務の状況の紹介、現在検討されている消費生活

相談DXアクションプランの紹介、相談事例ベースの読み物の試作 

10/21 ゼミ Facebookの個人アカウントにアップした読み物シリーズの紹介、中間発表の内容についての検討 

11/19 中間発表 タイトル「消費者と科学技術 ～消費者トラブルに見る関わりの現在地～」 

12/02 ゼミ 中間発表で得られたコメントとアンケート結果の紹介、科学技術を用いた消費者向けサービスが案

連する消費者トラブルについての事例紹介、消費者関連法検討会等の検討事項を紹介（1） 

2023/01/20 ゼミ 科学技術を用いた消費者向けサービスが関連する消費者トラブルについての事例紹介、消費者関連

法検討会等の検討事項を紹介（2）、「脆弱な消費者」という概念および消費者教育のなかの「批判的

思考力」について紹介 

02/03 ゼミ 修了式のポスター案の検討、消費者問題と科学技術が関連するトピックを並べた年表作成 

03/04 修了式 ポスター発表「消費者と科学技術 ～消費者トラブルに見る関わりの現在地～」 

 

結果と考察 

1. 消費者トラブルの事例紹介 

消費生活相談員である私は、相談事例を通して科学技術コミュニケーションの要素を感じているものの、その

どこに、なぜそう感じるのか十分に言語化できていない。このため、科学技術コミュニケーションに関わる人々

が、どのように相談事例を見るかが、言語化へのヒントになると考えた。そこで、公表されている注意喚起や事

例、統計情報の紹介に相談員としての現場感覚や実感を盛り込み、消費者トラブルにあっていない人への意識づ

けや導入となるような読み物の作成を試み、ゼミメンバーから意見をもらった。また、その試作をFacebook の個

人アカウントで以下の内容を投稿した。中間発表時にも紹介し、アンケートにて感想を受け付けた。 

 

・2022/10/29 特殊詐欺、フィッシング詐欺の被害規模 

・2022/11/02 最近の若者の消費者トラブルの特徴について 

・2022/11/05 消費生活センターの役割、業務の内容 

・2022/11/19 リコール情報サイト、事故情報サイトの紹介 

・2022/11/13 除排雪サービスのトラブル 

・2022/11//17 消費者トラブルとスマートフォンの利用について 

・2023/01/14 ネット通販利用の際の消費者の行動 

 

中間発表のアンケートでは、科学技術コミュニケーションと消費者トラブルをリンクさせる視点が新鮮という

感想をもらった。また、読み手自身やその周囲の人が経験した消費者トラブルを思い起こして感想を伝えてくだ

さる方が複数名いた。具体的な事例紹介により、個々人が関わる問題としてリアリティが呼び起こされ、注意喚

起の作用が強まる様子は見て取れたが、一方で、時系列的な把握や科学技術コミュニケーションの視点から消費
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者トラブルをどう見るかといった点については、書き手側の問題もあるが、簡単には深まらなかった。なお、全

体として消費生活センターの役割や機能が周知理解されていないことを実感したため、この点については別の活

動につなげたい。 

 

2. 消費者問題と科学技術分野のトピックを一覧する年表（1945年～2050年）の作成 

消費者問題や消費者トラブルの所在が、科学・技術から消費へ、社会から個人へと移ったようにイメージする

ことは一般の人々にも容易だと思われるが、実際にトピックを並べて見た時にどのような考えが呼び起こされる

のか、また、現在から将来（約 10 年～30 年後）にかけて、消費するという行為や消費する社会というものをど

う想像するのか、聞いてみたいと考え修了式のポスターセッションに向けて年表を作成した（巻末参照）。 

年表の項目と出典は表2-1 の通りとした。対象年次は、1945年から2050年とし、2030年から2050 年の未来像

については表2-2の資料を参考にした。 

 

表2-1 年表の項目と出典（1945年～2022年） 

順番 項目 出典 

2 科学技術に関連する主な出来事 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター（CRDS) 「研

究開発の俯瞰報告書 日本の科学技術・イノベーション政策（2022 年）」

（2022.4）より「3.社会と科学技術の出来事に関する年表」 

1 世界・社会の主な出来事 消費者庁 「入門!消費者問題の歴史」「消費者問題年表」 

消費者庁 新未来創造戦略本部「消費者問題年表（1946年～2022年）」他 3 世界の消費者関連の出来事 

4 日本・社会の主な出来事 

6 日本の消費者問題関連の主な出来事 

7 日本の消費者関連行政 

5 日本の通信・インターネット関連の出来事 総務省2001「令和元年版 情報通信白書」 

齋藤雅弘2022「電気通信サービスにおける消費者保護の歴史と現状」『国

民生活』（2022.9月号） 

 

表2-2 年表に掲載した未来像の参考資料（2030年～2050年） 

 資料 

1 国立研究開発法人 科学技術振興機構（2022.4） 

「15人の人文・社会科学系有識者が語る現状と未来－2050年の日本へ、そのプロセスを問う。」 

2 国立研究開発法人科学技術振興機構 （2021.3） 

「課題解決の対話から2050年に向けてつむぐ「来るだろう未来」から「つくりたい未来」へ」 

3 株式会社三菱総合研究所（2019.10）「未来社会構想2050 豊かで持続可能な世界」 

 

 

ポスターセッションにおいては、閲覧者の気になるトピックにカラーの付せんを貼ってもらい、年表に掲載は

ないが思い浮かんだトピックを記入して貼り付けてもらった。 

付せんの貼られたトピックは、大規模自然災害、BSE問題、新型コロナ禍、ロシアによるウクライナ侵攻など、

社会的な影響の大きいものが多かったが、追記してもらったトピックには、筆者が見落としていた医療や化粧品
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に関する消費者問題や、事件事故として大きく報道された食品の話題、東日本大震災を契機としたSNSサービス

開始に言及するものもあった。このように、年表化されたトピックを前に思い起こされた個々人の体験や当時の

社会的背景を話すという行為は、個別性と時間軸を伴った消費者問題・消費者トラブルへの視点を持ちやすいの

ではないかという可能性が見いだされた。さらに、想定される未来像への期待や不安を伴う感覚なども共有しや

すいのではないかという可能性が感じられた。 

 

今後の展望 

先に、生活全般のデジタル化とそれらを通した消費者の情報の理解が消費者トラブルに大きく関わる様は、あ

らたな消費者問題の渦中にあり、科学技術コミュニケーションの問題の発生を目の当たりにしているのではない

かと書いた。現在、消費者庁の消費者法の現状を検証し将来の在り方を考える有識者懇談会などで議論されてい

る内容は、デジタル化を踏まえた現状の問題解決に直結するものだが、法律の改正までには相当の時間を要す

る。その間、消費者トラブル防止の観点からは、注意喚起を主とした啓発活動は優先して行わる必要があるが、

一方で、注意喚起がなされているのに被害に遭うのはその人に問題があるのではないかという過度な自己責任論

を呼び起こす懸念もある。個人の責任のみに原因を求めず、社会全体として捉える観点が共有されることが問題

の解決には重要であるが、そのためには、科学技術コミュニケーションの領域においても扱うべき課題として消

費者トラブルや消費者問題があるということを提案し、検討や議論が積み重ねられるよう活動を継続したい。 

 

 

引用文献・参考資料 
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1945 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2040 2050

1945 第二次世界大戦終結 1968 ベトナム戦争の泥沼化 1989 ベルリンの壁崩壊、東西冷戦終結 2001 米国同時多発テロ 2008 リーマン・ショック 2022 ロシアによるウクライナ侵攻

1945 国際連合設立 1952 サンフランシスコ講和条約発効 1968 核不拡散条約（NPT） 1989 天安門事件 1995 世界貿易機構（WTO）設立 2009 イタリア・ラクイラ地震 2015 米国・キューバ国交回復 2023 トルコ・シリア大地震

1949 中華人民共和国成立 1972 国連人間環境会議（ストックホルム会議） 1991 ソビエト連邦崩壊 2011 アラブの春 2019 香港で民主化デモ

1950 朝鮮戦争勃発 1962 キューバ危機 1972 ローマクラブ『成長の限界』 1991 湾岸戦争 1997 アジア経済危機 2017 米国トランプ大統領就任

1973 第四次中東戦争勃発 1993 欧州連合（EU）発足 2020 英国がEUを離脱

2020 米新大統領にバイデン氏選出

2021 東京オリンピック・パラリンピック開幕 【 2050年のありたい未来像 】

〇守り育てられた風土と自治

〇多様性やウェルビーイングが実現された暮らし

1945 V.ブッシュ報告「科学-果てしなきフロンティア」 1969 アポロ11号による世界初の有人月面着陸 1985 米国が競争力重視を明示したヤング・レポートを公表 2000 雪印乳業の食中毒事故 2007 米国で競争力法が成立 2015「持続可能な開発のための2030アジェンダ」が国連総会で採択、COP21にて気候変動に関するパリ協定採択 〇活力ある産業、社会システム

1945 原子爆弾の開発・投下 1955 森永ヒ素ミルク事件 1969 インターネットの原型ARPANET構築開始 1985 スーパー301条 1991 WorldWideWeb登場 1997 COP3にて京都議定書採択 2008 研究開発力強化法 2019 世界で始めて月裏側に着陸 〇最適化、民主化した科学技術

1946 世界初の実用電子デジタルコンピュータ設計・開発 1959 水俣病が社会問題化 1972トランス・サイエンス概念の登場 1986 チェルノブイリ原子力発電所事故 1995 科学技術基本法制定 2001 日本で初のBSE牛発生 2011 国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝ完成 2019 AI兵器の国際指針提案 -----

1948トランジスタ発明 1973 遺伝子組み換え技術の確立 1986 スペースシャトル・チャレンジャー号事故 1996 英国でBSEの人への感染社会問題化 2009  COP15：ポスト京都議定書の合意に失敗 2020 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）流行 国立研究開発法人 科学技術振興機構（2022.4）

1949 湯川秀樹がノーベル賞（物理学賞）を受賞 1968 カネミ油症事件 1974 原子力船むつ放射線漏れ事故 1988 日本企業がロックフェラーセンター等買収 1999 JOC臨界事故 2004 国立大学法人化 2009 ｸﾗｲﾒｰﾄｹﾞｰﾄ事件（気候変動懐疑論者による非難） 2020 米、WHO脱退を通知 「15人の人文・社会科学系有識者が語る現状と未来

1950 全米科学財団（NSF）設立 1962 レイチェル・カーソン『沈黙の春』 1975 アシロマ会議が遺伝子組み換えに関するガイドラインを審議 1988 米のプロパテント政策強化（スペシャル301条） 1999 ブダペスト宣言採択 2005 ES細胞研究不正事件（ｿｳﾙ大学） 2013 ゲノム編集技術の普及 2020 核兵器禁止条約が発効 －2050年の日本へ、そのプロセスを問う。」より抜粋

1953 DNA二重らせん構造の発見 1964 東海道新幹線の開業 1977 世界初のPC・AppleⅡが発売 1989 ヒトゲノム計画開始 1996 第１期科学技術基本計画が閣議決定 2006 iPS細胞の作成成功（京都大学・山中伸弥） 2018 国際学術会議（ISC）の発足

1953 米国アイゼンハワー大統領「Atoms for Peace」演説 1967 公害対策基本法 1979 スリーマイル島原子力発電所事故 1989 日本主導でﾋｭｰﾏﾝ・ﾌﾛﾝﾃｨｱ・ｻｲｴﾝｽ・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ発足 2001 米国が京都議定書から離脱 2012 ビッグデータ利用の本格化 （国際科学会議ICSUと国際社会科学協議会ISSCの合併）

1957ソ連が世界初の人工衛星スプートニク1号打上げ 1968 大気汚染防止法 1981 スペースシャトル初号機打上げ 1992 日本でインターネットサービスの民間開放 2003 重症急性呼吸器症候群（SARS）世界的流行 2013 高血圧治療薬バルサルタン臨床試験の不正発覚

1958 米国でNASAおよび国防高等研究計画局（DARPA）が設立 1972 国連人間環境会議（ストックホルム会議） 1982 IBM産業スパイ事件で日本企業社員ら逮捕 1993 環境基本法制定 2003 ヒトゲノム計画完了 2011 日本初の原子力発電所全面停止 2021 米国がWHO、パリ協定へ復帰

（資料） 1959 米国で大陸間弾道ミサイル（ICBM）実戦配備 1972 ローマクラブ『成長の限界』 1983米国で戦略防衛構想（SDI）計画開始 1993 ロシアも参加する国際宇宙ステーション計画開始 2004 鳥インフルエンザ 2011 放射性物質による食品汚染 2021 日本でCOVID-19ワクチン接種開始

国立研究開発法人　科学技術振興機構 研究開発戦略センタ（CRDS) 1993 米議会、超伝導大型加速器（SSC）計画の中止決定 2004 ﾊﾟﾙﾐｻﾞｰﾉ・ﾚﾎﾟｰﾄ（全米競争力評議会） 2021 日本でデジタル庁発足

「研究開発の俯瞰報告書　日本の科学技術・イノベーション政策（2022年）」（2022.4） 1995 高速増殖炉「もんじゅ」ナトリウム漏れ事故 2006 Twitterサービス開始 2014 EUのSTI政策Horizon2020スタート、エボラ熱の世界的流行

3．社会と科学技術の出来事に関する年表  STAP細胞研究不正事件、Industrie4.0概念の世界的普及

※ 2015年までの年表記述は有本建男、佐藤靖、松尾敬子著「科学的助言」、東京大学出版会（2016）の年表より引用 2016 ダボス会議で「第4次産業革命」の議論、AI囲碁ソフトが人に勝利、日本のプルトニウム保有量が増加

※ 2016年以降はCRDSが追記 2017 米国パリ条約離脱を発表、日本の科学力低下の指摘、ものづくりへの信頼が揺らぐ

1945 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2040 2050

1960「国際消費者機構」（IOCU）結成（1995年からCIに改称） 1982 国際消費者機構（IOCU）「８つの権利と５つの責任」提唱 2005 G7エルマウ・サミット首脳宣言「仮想通貨及びその他の新たな支払手段の適切な規制を含め、

1962  ケネディ米大統領「消費者の４つの権利」宣言 1883 EC閣僚理事会「消費者契約における不公正条項に関する指令」採択 全ての金融の流れの透明性拡大を確保するために更なる行動をとる」

1965 ラルフ・ネーダーによる告発型消費者運動 1984 OECD「消費者利益と国際貿易に関するシンポジウム」開催 2005 FATF（金融活動作業部会）ガイダンス「各国は仮想通貨と法定通貨を交換する交換所に対し、登録免許制を課すとともに、

1984 IOCU「国連消費者保護ガイドラインの採択を要請する決議」採択 顧客の本人確認義務等のマネーロンダリング・テロ資金供与規制を課すべきである。」 【  来るだろう未来  】　　　　　　【  つくりたい未来  】

1985 EC閣僚理事会「製造物責任に関する指令」採択 2000 CODEX食品規格委員会バイオテクノロジー応用食品特別部会、遺伝子組換え食品などの安全性評価についての指針等を検討 〇少子高齢化　　　　　　　　　　 〇インクルージョン

1989 フロン全廃宣言を採択（ヘルシンキ会議） 2003 アメリカでBSE感染牛を確認（同国からの牛肉等の輸入を停止） 〇社会的分断　　　　　　　　　　 〇ウェルビーイング

1969 アメリカ、人工甘味料チクロの使用を禁止 1997 アメリカでタバコ訴訟和解成立 〇コミュニケーション不全　　　　 〇人間らしさの重視

1976 アメリカFDA、赤色２号の使用中止 1998 仏ワールドカップ、入場券不足問題 〇巨大ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾏｰによる中央管理　〇自律分散

1998 OECD電子商取引閣僚級会合で「プライバシー保護」等を決定 〇AIへの過度な依存　　　　　　　  〇「人」中心の社会

1999 OECD「消費者政策委員会電子商取引ガイドライン」公表 〇効率性の重視　　　　　　　　　 〇人に寄り添うシステム

1999 コンピューター2000年問題への対応 〇食料・資源の不足　　　　　　　 〇資源の共有・循環（持続可能性の向上）

〇環境破壊　　                 　　   　 〇食文化の維持・発展

〇多様性の喪失（画一化）　　　    〇環境保護・改善

1945 第二次世界大戦終結 1964 日本がOECDに加盟 1985 プラザ合意 1995 阪神・淡路大震災 2011 東日本大震災 2018 胆振東部地震、北海道全域停電ブラックアウト発生 -----

1947 日本国憲法施行 1964 東京オリンピック・パラリンピック、東海道新幹線開業 1995 地下鉄サリン事件 2011 福島第一原発事故発生 国立研究開発法人  科学技術振興機構 （2021.3）

1953 テレビ放送開始 1967 佐藤内閣「経済社会発展計画」策定、 3C（自動車、カラーテレビ、クーラー）時代本格化 2016 熊本地震発生 「課題解決の対話から2050年に向けてつむぐ

1955 高度経済成長期始まる、三種の神器（洗濯機・冷蔵庫・テレビ）ブーム 1991 バブル崩壊 2015 マイナンバー制度スタート（交付は2016年１月から） 「来るだろう未来」から「つくりたい未来」へ」より抜粋

1956「もはや戦後ではない」（経済白書） 1970 日本万国博覧会（大阪万博） 1991 牛肉・オレンジ自由化スタート 2002 後払い決済サービス提供開始 2015「団塊の世代」が65歳以上に到達

1956 日本が国際連合に加盟 1972 沖縄返還 2000 国内初のネット銀行、ジャパンネット銀行開業 （65歳以上人口が総人口に占める割合26.6％）

1960 日米安全保障条約締結 1972 札幌オリンピック 1996 三洋証券、北海道拓殖銀行、山一證券破綻 2011 地上デジタル放送完全移行

1982 ホテルニュージャパン火災 1998 長野オリンピック・パラリンピック 2007 Paypal（決済サービス）国内で提供開始 2016 電力小売全面自由化

1960 池田内閣「国民所得倍増計画」策定 1973 第一次石油ショック（物不足、狂乱物価） 1998 日本長期信用銀行、日本債券信用銀行が破綻 2016 選挙権年齢を18歳に引き下げ

1985 NTT設立（通信自由化） 1992 日本でインターネットサービスの民間開放 2007 携帯電話の契約数が１億台を突破

1993 商用インターネット接続サービス開始 2008 iPhone3G日本発売

1995 Windows95発売 2000 Google日本でサービス開始 2007 YouTubeの日本語版サービス開始

1999 定額ADSL接続サービス開始 2008 Facebook、Twitterが日本語でサービス開始 【 2050年の世界を描く六つのトレンド  】

1996 ソニーICカード技術Felicaで決済サービス提供開始 2011 LINEサービス開始 2019 TikTok日本市場でサービス開始 〇 デジタル経済圏の台頭

（資料）「令和元年版 情報通信白書」総務省 2001 JR東Suica提供開始 2014 Instagram日本語アカウント開設 〇 覇権国のいない国際秩序

〇 脱炭素を実現する循環型社会

〇 変容する政府の役割

第二次大戦後の深刻な食糧・生活必需品物資の欠乏 1971 ネズミ講「天下一家の会」問題化 1982 この頃より金の現物まがい商法横行 2001 国内で初めて牛海綿状脳症にり患した牛を確認 2020 新型コロナ感染症の関連相談増加 〇 多様なコミュニティが共存する社会

1955  森永ヒ素ミルク中毒事件 1971 消火器の訪問販売で問題続出 1985 豊田商事事件（金の現物まがい商法が国会で問題化の後、破産） 2005 多重債務問題の深刻化 「新しい生活様式」に伴うトラブル発生 〇 技術によって変わる人生

1956 水俣病発生（熊本県水俣） 1972 催眠商法（SF商法）苦情続出 1986 悪質抵当証券会社の詐欺的商法により被害多数発生 2009 花王、「エコナ関連製品」製造・販売中止 -----

1959 水俣病が社会問題化 1974 森永ヒ素ミルク中毒事件和解成立 1988 国債ネズミ講（国利民福の会）、国会で問題化 1999 コンピュータウイルス被害急増 2009 劇場型勧誘による被害多発 2021 LINEの個人情報取扱に関し行政指導  MRI　三菱総合研究所（2019.10）

1962 サリドマイド薬害事件 1974 サリドマイド事件和解成立 1989 原野商法相次いで摘発 2003 アメリカでBSE感染牛を確認（同国からの牛肉等の輸入を停止） 2022 原油価格・物価高騰 「未来社会構想2050 豊かで持続可能な世界」より抜粋 

1967  カネミ油症事件 1974 ヤミカルテル問題（損害賠償求める集団訴訟提起） 1991 ダイヤルQ2に多数苦情 2003 架空・不当請求（ワンクリック請求等）被害増大 2014 ビットコイン売買業務を行っていたMTGOX社破産手続開始

1968  PCB問題 1974 マルチ商法によるトラブル続出 1990 カラーテレビの発煙・発火事故相次ぐ 2003 高原病性鳥インフルエンザ発生（国内で79年ぶり）

1969  欠陥自動車問題 1976 サラ金被害が社会問題化 1990 マルチ、マルチまがい商法被害増加 2004 ヤミ金融事犯に係る犯罪被害財産の発覚、振り込め詐欺被害多発、偽造・盗難キャッシュカード被害急増

1970  スモン病事件 1979 金の先物取引で被害続出 1990 悪質な電話勧誘に関する苦情増加 2010 クレジットカード現金化問題

1992 多重債務問題（カード破産を主とする自己破産急増） 2010 貴金属等の訪問買取り被害多発 2023 特殊詐欺グループ次々逮捕

1960 ニセ牛缶事件 1970 カラーテレビの二重価格問題 （1987） 霊感商法横行 1995 こんにゃく入りゼリー窒息死亡事故発生

1997 和牛預託商法の被害 2016 通信販売での健康食品等の定期購入契約に関する相談が急増

1960 クレジットカード登場 （1983）食品添加物問題 2000 企業不祥事続発（雪印乳業食中毒事故発生、三菱自動車リコール隠し発覚等）、ジェェット噴流バスで死亡事故判明2016 ジャパンライフ（磁気治療器等のレンタルオーナー商法）に対する行政処分、2018 破産手続

1965 アンプル入り風邪薬を飲んだ者のショック死事件が続発 2001 ワン切り、迷惑メール問題多発

2002食品偽装表示事件等の多発 2019 レオパレス施工不良問題発覚 【  目指すべき社会を実現するための世界と我が国の方向性  】

2005 高齢者を狙った悪質リフォーム工事被害が社会問題化 2019 としまえんでの水上設置遊具による溺水事故発生 〇 グローバリゼーションのアップグレード

2005 耐震偽装問題 〇レジリエントなサプライチェーンの構築

2006 製品事故の顕在化（ｼｭﾚｯﾀﾞｰによる幼児指切断事故、ｼﾝﾄﾞﾗｰ社ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ事故、ﾊﾟﾛﾏのｶﾞｽ瞬間湯沸器一酸化炭素中毒死亡事故問題） 〇経済社会のデジタル化の加速と人の交流のあり方の進化

2007 NOVA事件、L&G（円天）事件 2009 ビットコインの最初の取引が行われる 〇世界の社会課題解決（SDGs）の促進に向けて

2007 ミートホープ事件等の食品偽装表示事件の発覚 2013----- 〇世界のデジタル化の加速における新興国との共創を通じた新事業の創出

2008 中国製冷凍ギョウザ事件、事故米穀不正規流通事件 ホテル、レストラン等の食品表示等の不正多発 -----

2011----- 2012----- 高齢者をねらった健康食品の一方的な送り付け激増 経済産業省「通商白書2020」 

震災に便乗した商法続発 サクラサイト商法の被害拡大 カネボウ化粧品、美白化粧品の白斑トラブル発覚 第Ⅱ部第3章 目指すべき社会を実現するための世界と

放射性物質に対する不安拡大 「コンプガチャ」問題 アクリフーズ、冷凍食品の農薬混入事案発覚 我が国の方向性　　より抜粋

原発停止に伴い電気料金が上昇 劇場型投資被害増大 2014-----

生食用牛肉で集団食中毒発生 健康食品の送り付け商法多発 ベネッセコーポレーション、個人情報流出発覚 

「茶のしずく石鹸」アレルギー発覚 ペニーオークション詐欺が横行 海外事業者とのバイナリーオプション取引被害急増 

安愚楽牧場事件（和牛預託商法） 特殊詐欺被害額が過去最高（年間565.5億円） 

1945 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2040 2050

1946 食糧メーデー（米よこせ大会） 1964 主婦連、粉末ジュースのうそつき表示を発表 1976 消費者団体、塩ビ食品容器の不買運動を開始

1948 「不良マッチ追放主婦大会」開催 1964 消費科学連合会（消科連）結成 1977 消費者団体、第１ 回 OPPボイコット集会開催

1948 「暮らしの手帖」創刊 1966  第１回物価メーデー開催 1977 全国消費生活相談員協会発足（全国初の消費者問題の専門家集団「国民生活センター消費生活相談員養成講座修了者の会」として発足。1987に社団法人許可、2012公益社団法人、2007適格消費者団体認定）

1948   主婦連合会（主婦連）結成 1966 主婦連、ユリア樹脂製食器からホルマリン検出 1991 日弁連と７つの消費者団体「欠陥商品110番」実施、「消費者のための製造物責任法の制定を求める連絡会」結成集会

1951 日本生活協同組合連合会結成 1970 消費者５ 団体、チクロ追放消費者大会でチクロ入り食品不買を決定 1993 製造物責任法制定を求める消費者の請願署名全国で245万人を超える

1952 全国地域婦人団体連絡協議会（地婦連）結成 1970 地婦連、カラーテレビの二重価格調査公表、消費者５ 団体カラーテレビ不買運動

1956 全国消費者団体連絡会（全国消団連）結成 1970 日本消費者連盟創立委員会、ブリタニカ商法告発 2007 消費者契約法改正、消費者団体訴訟制度（差止請求制度）開始

1957 第１回全国消費者大会「消費者宣言」採択 1971 ラルフ・ネーダー来日 （現在、差止請求権を有する内閣総理大臣認定の適格消費者団体は23団体、共通義務確認訴訟を行える特定適格消費者団体は４団体）

1971 過剰包装追放運動ひろがる 2009 「全国消費者行政ウォッチねっと」発足（消費者行政全般に関する意見の表明）

1971 消費者８団体で化粧品・洗剤など再販商品のボイコットを申合せ

1971 家電各社、カラーテレビ値下げ、企業に消費者窓口が本格的に設置され始める

1975 消費者21団体、「サッカリン追放連絡会」結成集会開催

1975 消費者団体、「リジン添加阻止全国集会」を開催、文部省に要望書提出

（1975）合成洗剤追放運動強まる

食品・農業 1947 食品衛生法公布 1972 食品衛生法改正（公衆衛生の見地から誇大表示・広告を規制） 2013 食品表示法公布

1975 食品衛生調査会、サッカリンの暫定使用基準を緩和 2017 食品表示基準改正（全加工食品対象の原料原産地表示制度開始）

1975 文部省、学校給食パンに添加のリジンは安全と都道府県に通達 2003 食品安全基本法公布（食品安全委員会設置等） 2019 食品表示基準改正（遺伝子組換えに関する任意表示制度）

1948 農薬取締法公布 1971 農林省、DDTは全面禁止、BHCは林業以外使用禁止→BHCを全面禁止 2003 食品安全関連５法公布（農林水産省設置法、HACCP支援法、飼料安全法の改正、食品安全関係整備法、牛肉トレサ法の制定）

1950 農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（JAS法）公布 1970 農林省、飼料作物へのBHCとDDTの使用を禁止 2005 食育基本法公布 2015 機能性表示食品制度の導入

医療・厚労省 1948 薬事法公布 1960 薬事法公布 1979 薬事法改正（製造承認制度の整備） 2002 BSE対策特別措置法公布 2009 米トレーサビリティ法公布 2019  食品ロス削減推進法公布

1965 厚生省、食品赤色1号、赤色101号使用禁止 1979 医薬品副作用被害救済基金法公布 2002 健康増進法公布 2012 カネミ油症被害者救済法成立

1965 厚生省、アンプル入り風邪薬製造禁止通達 2013 医薬品医療機器等法公布（薬事法から改称）

1954 厚生省、オーラミン使用禁止 1970 厚生省、キノホルムの販売中止措置 2001 電子消費者契約法 2012 消費者庁に消費者安全調査委員会発足

1962 厚労省、サリドマイド販売禁止 1973 厚生省、サッカリン使用基準の改正を告示 2001 プロバイダー責任制限法 2013 消費者裁判手続特例法公布（集団的な被害回復制度）

1966 厚生省、プラスチック製食器の新しい衛生基準を告示 2002 特定電子メール法公布 2013 消費税転嫁対策特別措置法公布

1967 厚生省、緑色１号使用禁止 1977 厚生省、カビ防止剤OPP使用許可 2002 有線電気通信法改正（ワン切り規制） 2015 個人情報保護法改正（個人情報の保護強化とビッグデータの利用ルール）

1968 厚生省、ズルチンの使用全面禁止 2003 電気通信事業法の利用者保護ルール整備（03,15,18,19,21）

1969 厚生省、チクロ使用禁止決定 2003 個人情報保護法公布 2016 個人情報保護委員会設立

1974 厚生省、AF2を使用禁止 2004 公益通報者保護法公布 2017 資金決済法・犯罪収益移転防止法等の改正（暗号資産交換業者に登録制を導入）

1967 公害対策基本法 1975 東京都衛研、市販容器から危険濃度をこえる塩ビモノマー検出 2004 裁判外紛争解決手続利用促進法（ADR法）公布 2009 暗号資産に係る法制度の整備（国際的な動向等を踏まえ、

工業 1949 工業標準化法（JIS法）公布 1968 大気汚染防止法 1975 科技庁、「塩化ビニールに関する特別研究」結果公表 2005 携帯電話不正利用防止法公布 法令上の呼称を「仮想通貨」から「暗号資産」に変更）

1971 環境庁発足 1976 東京都衛研、ポリプロピレン製食器からBHT（酸化防止剤）を検出 1993 環境基本法制定 2005 預貯金者保護法公布

環境 1972 通産省、PCBの家電製品への使用禁止を業界へ通達 1994 製造物責任法（PL法）公布 2006 消費生活用製品安全法改正（重大製品事故の報告・公表制度等）

1955 経済企画庁発足 1961 電気用品取締法公布（現電気用品安全法） 2002 改正特商法施行（広告メールの受取を希望しない者への再送信禁止）

放送・通信 1950 放送法公布 1957 水道法公布 2004 消費者基本法公布（消費者保護基本法から改称）

1954 ガス事業法 1970 通産省、公取委、カラーテレビの二重価格表示問題について業界に警告 1985 電気通信事業法公布 2006 犯罪被害回復給付金支給法公布（被害回復給付金支給制度開始） 2021 取引デジタルプラットフォーム消費者保護法公布

経済・金融 1947 独占禁止法公布 1975 公取委、マルチ商法のホリディマジック社を立入検査 2006 金融商品取引法公布（証券取引法等を統合）

1948 保険募集の取締に関する法律公布 1968 消費者保護基本法 1975 衆議院物価問題等に関する特別委員会、マルチ商法で参考人招致 2006 貸金業法公布（貸金業規制法から改称） 2017 改正特商法施行（一部の美容医療が対象に）

1948 証券取引法 1955 繊維製品品質表示法公布 1972 割賦販売法改正（クーリング・オフ４日間創設） 2007 振り込め詐欺救済法公布 2021 改正特商法施行（詐欺的な定期購入商法、送り付け商法への対応）

1950 商品取引所法公布（現商品先物取引法） 1976 訪問販売等に関する法律（訪販法）公布 1986 特定商品等の預託等取引契約に関する法律（預託法）公布 2007 住宅瑕疵担保履行法公布 2022 成年年齢を20歳から18歳に引下げ

消費者行政、その他 1954 利息制限法公布 1961 割賦販売法公布 1972 景品表示法改正 1988 無限連鎖講防止法改正 2000 金融商品販売法公布 2007 消費者契約法改正、消費者団体訴訟制度（差止請求制度）開始

1954 出資法公布 1962  景品表示法公布 1971 日本玩具協会、STマークを実施 1988 訪販法改正（クーリング・オフ７日間から８日間に延長） （現在の対象は、消契法、景品表示法、特定商取引法、食品表示法）

1962 家庭用品品質表示公布 1969 地方自治法改正（地方公共団体の事務として消費者保護を明示） 1983 貸金業規制法公布 1989 前払い式証票の規制等に関する法律（プリペイドカード法）公布 2020 容器包装リサイクル法改正（レジ袋有料化が義務化）

1950 建築基準法公布 1965 経企庁に国民生活局設置、国民生活審議会発足 1978 無限連鎖講防止法公布 1996 訪販法改正（電話勧誘販売を規制類型に追加） 2023 消契法改正、国民生活センター法改正

1948 生協法公布 1952 宅地建物取引業法公布 1965 兵庫県、神戸生活科学センター・姫路生活科学センター開設 1984 国セン、PIO-NET（全国消費生活情報ネットワークシステム）運用開始 2000 特定商取引法公布（訪販法から改称） 2010 消費者ホットライン全国で運用開始 （霊感商法等による消費者被害救済等）

1947 地方自治法公布 1970 国民生活センター（国セン）設立 1999 住宅品質確保促進法公布 2015 消費者ホットライン３桁化「188（いやや！）」

1952 旅行あっ旋業法公布（現旅行業法） 1973 消費者安全３法（消費生活用製品安全法、有害物質含有家庭用品規制法、化学物質審査製造等規制法）公布 1998 金融システム改革法公布（金融ビックバン） 2009 消費者庁関連３法（消費者庁及び消費者委員会設置法、関係法律整備法、消費者安全法）公布

科学技術および通信・インターネットに関する出来事以外は以下資料を参照して作成 1973 生活２法（買占め防止法、国民生活安定緊急措置法）公布 1992 ゴルフ場会員契約適正化法公布 2000 消費者契約法公布 2009 消費者庁及び消費者委員会設置 2018  国セン、訪日観光客消費者ホットラインを開設

1．消費者庁　「入門!消費者問題の歴史」「消費者問題年表」 1973 全都道府県に消費生活センター設置1980 国セン、商品テスト・研修施設開所 2002 独立行政法人国民生活センター法公布

　   https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_education/public_awareness/teaching_material/history/ 1974 国セン、商品比較テストを開始 2011 消費者庁に越境消費者センター開設

2．消費者庁　新未来創造戦略本部（2022.６）作成「消費者問題年表（1946年～2022年）」 1974 神戸市民のくらしをまもる条例公布（こののち消費生活条例の制定が全国に広まる） 1998 特定非営利活動促進法（NPO法）公布 2012 消費者教育推進法公布（消費者市民社会を目指す消費者教育）

3．国民生活センター『国民生活』（2022.9月号）「電気通信サービスにおける消費者保護の歴史と現状」齋藤雅弘 1975 国センで危害情報システムの構築開始

1945 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2040 2050

≪期間の名づけ≫

「令和4年版 情報通信白書」（総務省）より アナログ通信・放送の時代 通信・放送市場の発展 インターネットと携帯電話の普及 モバイル活用の拡大と ブロードバンド化 ICTの社会・経済インフラ としての定着

「令和元年版情報通信白書」（総務省）より パソコン通信 PHS・携帯電話の普及 携帯電話の多機能化 スマートフォンの普及

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの登場・普及とｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの変化 専門知識を持つ一部ユーザーが利用 インターネット普及初期 ブロードバンドの急速な普及 パソコンからモバイル端末への移行

消費者庁（資料1）

消費者庁（資料2） 消費者問題の本格的出現 消費者問題の多様化・複雑化

消費者行政立ち上げ期 消費者行政の準備・発展期 消費者行政の変革期

1945 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2040 2050

日本・社会の

主な出来事

日本の

消費者問題関連の

主な出来事

日本の

消費者運動

日本の

消費者関連

行政

日本の

通信・インターネット

関連の出来事

世界・社会の

主な出来事

科学技術に

関連する

主な出来事

世界の

消費者関連の

出来事

物からサービスへ 情報化、国際化に伴う

消費者問題

情報化社会、国際化社会、高齢社会と

消費者問題
消費者問題の草創期

大量生産、大量販売、大量消費から起きる

消費者問題
消費社会の多様化と暮らしの見直し

消費者と科学技術

消費者トラブルに見る
関わりの現在地

CoSTEP 18期 研修科 岩野 知子

消費者センターには、消費者からさまざまな相談が寄せら
れます。私は消費生活相談員の職に就いていますが、求め
られるのは、消費者トラブルの解決のための支援です。

消費者の話を詳しく聞き、解決策を探る日々の中でふとよ
ぎるのは、「消費者トラブルは今後どのように移り変わっ
ていくのだろうか」ということ。現在の消費者は、イン
ターネット、SNS、デジタルツールなどの影響を大きく受
けていますが、未来の消費者はどうでしょうか。

そこで、これまでの社会の出来事を見渡し、現在の消費者
トラブルの中に、未来の消費者と科学技術を用いた製品や
サービスの関わりの芽を見つけてみたいと考え、年表
（1945年～2050年）を作成しました。

■ 製品安全の問題から契約トラブルへ

第二次大戦後の深刻な食糧不足を経て大量生産・大量消費時代が
始まり、消費者トラブルは製品の品質や安全性から、マルチ商法
や催眠商法、訪問販売などの販売方法や契約トラブルに比重が移
ります。1990年代後半からはパソコンや携帯電話、スマート
フォンの普及が拡大し、インターネットが関係するトラブルが増
加し、決済手段も多様化しています。

■ １人１台スマートフォン時代の次は

老いも若きも多くの人がスマートフォンを持つ時代になりました。
スマホが関係するトラブルは多数寄せられますが、スマホの次に
広がるツールは何で、どのようなトラブルが起きるのでしょうか。

■ 定期購入トラブルはどこまで続く

ターゲティングと人の誤認を誘うネット広告のテクニックにより
定期購入トラブルが多発しています。SNSなどスマホを通して
入ってくる情報との付き合い方に慣れていないことが大きな要因
だと思いますが、定期購入トラブルに代表されるようなダークパ
ターンに対して消費者全体が意識的になり、トラブルが収束する
のはいつの日のことなのか。法改正やガイドラインでどこまで被
害防止できるのか。先はきっと長い…

■ いつまで「自分」を維持できるのか

単身や夫婦のみの高齢者世帯は急増中。日常生活だけでなく、住
まいや資産の管理も自分たちでやりきる必要がありますが、自分
の認知能力がどのように変化するのか、親族や福祉・介護サービ
スなどの支援を受けながら、自分のことを自分で決めて暮らせる
のはいつまでなのか。終活も大事ですが、終活にまつわるトラブ
ルもいろいろで、最後まで気が抜けません。

■ 闇とグレーと新しい領域

相談解決のために電話する相手方の事業者は、まともな事業者な
のか悪質業者なのか、ベンチャーで対応が追い付かないのか、そ
れらを装って稼ぐだけ稼いで姿を消すつもりなのか、わかりにく
いことも多いです。苦情が多くても時間が経つと成長企業になっ
ていたり。新しい事業領域はそんな風に芽吹くのでしょうか。

■「消費者」とは

一般的な消費者と判断力が著しく低下した高齢者等の“脆弱な消
費者”や、消費者の限定合理性※をどのように考え消費者関連法
に反映すべきか議論されています。相談現場でも苦慮する場面が
多いため、消費者庁の委員会や検討会の議論の行方を見守ってい
ます。※合理的であろうと意図するが認識能力の限界によって限られた合理性しか持ち得ないこと

■ 将来の消費者トラブル

2050年の未来像が各所から提示されています。プラットフォー
マーの存在、AI、フードテック … 今現在ある程度イメージで
きることもありますが、予想し得ない状況が展開しているかもし
れません。もしかしたら、「消費」しなくなっているかもしれま
せんが、シェアするとしても何らかのトラブルが発生しないわけ
はないでしょうから、トラブルが起きたらどう解決するのでしょ
うか。当時者間の情報力と交渉力の格差はどう埋めるのか？ C 
to C の先を考えることになりそうです。

1945年～2050年


